
第 38 回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項

   事業報告 

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

連結計算書類 

連結株主資本等変動計算書 

連結注記表 

計算書類 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告 

（2021 年４月１日から 2022 年３月 31 日まで） 

株式会社コモ

事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」、連結計

算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」、計算書類の「株主資本

等変動計算書」及び「個別注記表」並びに「連結計算書類に係る会計監査人の監査

報告」につきましては、法令及び当社定款第 16 条の定めに基づき、当社ウェブサイト

（https://www.como.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。 
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

(１) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業

務の適正を確保するための体制に関する取締役会決議の内容の概要は以下のとおりであり

ます。（最終改定 平成 29 年４月 10 日）

内部統制システム構築の基本方針 

会社法第362条第4項第六号による体制の整備は、会社法施行規則第100条に従い以下の通り定めることと

する。 

１．当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社及び子会社は、取締役、使用人の企業倫理意識の向上、法令遵守のため企業行動憲章を定める。 

(2) 当社及び子会社は、業務の適正を確保するため内部監査体制の確保を図り内部監査を実施する。

(3) 当社及び子会社は、法令遵守の観点から、これに反する行為等を早期に発見し、是正するため内部通

報制度を設置する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る文書は、これに関連する資料と共に、社内規程に従い適切に保存及び管理

を行う。 

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

事業継続計画の策定を行い、危機管理対策本部組織を活用し、個々のリスクに応じた責任部署を定め

ると共に、網羅的、包括的に管理する体制を確保する。 

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 組織規程、業務分掌規程等の社内規程等に基づき責任と権限の範囲を明確にし、迅速な意思決定を図

ることにより業務の効率化を徹底する。 

５．子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

(1) 当社及び子会社の責任者等の出席のもと、定期的に相互の情報交換等をし、効率的かつ適正な企業集

団体制を作る。

(2) 取締役は、当社及び子会社において法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した

ときは、直ちに監査役会及び取締役会に報告する。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

(1) 監査役の要請があれば、監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、内部監査室所属の使

用人を、監査役の職務を補助する使用人とする。

(2) 取締役及び使用人は、補助使用人の調査、監査等に対し、監査役に対するのと同等の協力を行う。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人の取締役からの独立

性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

(1) 補助使用人は、監査役会事務局として行う監査役及び監査役会を補助する職務については、監査役の

指揮命令に従い、取締役の指揮命令には服さない。

(2) 補助使用人に対する人事異動、人事評価、懲戒処分等の人事上の措置には、監査役の同意を必要とす

る。

８．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制 

(1) 常勤監査役は、経営幹部会議等、重要な会議に出席の上、各部の業務報告を確認し、必要に応じて意

見を表明する。

(2) 内部監査室の責任者は、内部監査の実施状況を監査役に具に報告する。

(3) 内部通報制度の責任者は、通報の内容を監査役に報告する。

(4) 監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

(5) 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保す

る体制とする。

９．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

監査役が職務の執行につき費用の前払等を請求したときは、監査役の請求に従い円滑に支払を行う。 

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

(1)代表取締役及び取締役は、監査役と定期的な会合を持つなどして、会社運営に関する意見の交換等を

行い、意思の疎通を図る。

(2)稟議書を全て監査役に回覧し、重要事項の確認を行う。
以 上 
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(２) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおり

であります。 

① コンプライアンスに対する取組

年に２回コンプライアンス委員会を開催し、当社並びに子会社の取締役及び従業員に向

けてコンプライアンスの重要性に関するメッセージを発信するとともに、経営理念、企業

行動憲章等を記載した小冊子の配布等により、コンプライアンス意識の向上に取り組んで

おります。

② リスク管理に対する取組

事故災害対策規程、情報セキュリティ規程等に基づき、リスク管理に関する組織的な対

応の徹底を図っております。 

自然災害等の緊急時の対策としては、事業継続計画等に基づき、定期的に避難訓練等を

実施しております。 

③ 職務執行の効率性確保のための取組

取締役及び幹部従業員をメンバーとする経営幹部会議を毎月 1 回開催し、各取締役の管

掌部門の月次業績のレビューを行っております。 

④ 監査役監査の実効性の確保のための取組

監査役は、当社及び子会社の重要な会議への出席のほか、取締役や従業員から聴取を行

うこと等により業務の執行状況を直接的に確認しております。また、代表取締役社長、会

計監査人、内部監査室との会合を定期的に実施することで情報交換及び相互の意思疎通を

図っております。



（単位：千円）

2021年４月１日 期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

自己株式の取得

2022年３月31日 期末残高

2021年４月１日 期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

自己株式の取得

2022年３月31日 期末残高

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△ 6,844 △ 1,932,656 △ 1,939,501 1,858,530
会計方針の変更を反映した
当期首残高

222,000 134,400 3,747,673 △ 306,040 3,798,032

106,273 △ 189 106,083

連結会計年度中の変動額合計

3,904,116

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

△ 472

141,019

△ 189 △ 189

141,019

△ 34,746 △ 34,746

222,000

134,400

連結株主資本等変動計算書
2021年 ４ 月 １ 日 から
2022年 ３ 月 31 日 まで

△ 472

△ 6,844

△ 472

△ 189

△ 472 105,611

△ 1,932,656 △ 1,939,973 1,964,142

△ 34,746

141,019

△ 7,316

△ 1,932,656 △ 1,939,501 1,858,530

△ 472

純資産合計
その他の包括利益
累 計 額 合 計

その他の包括利益累計額

134,400 3,853,946 △ 306,230

資 本 金

222,000 △ 306,040

株主資本

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

3,798,0323,747,673
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連 結 注 記 表 

１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

子会社は、全て連結しております。

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 コモサポート株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありませんので、該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････ 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････････ 移動平均法による原価法 

たな卸資産 

商品・製品・原材料・仕掛品 ････ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

貯蔵品 ････････････････････････ 終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ････････････････････ 定率法 

（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法） 

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  ６～50 年 

機械及び装置 ０～10 年 

無形固定資産 

（リース資産を除く）

ソフトウェア ･･････････････････ 社内利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

その他の無形固定資産 ･･････････ 定額法 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 ･･････････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

長期前払費用 ････････････････････ 定額法 

③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ･･････････････････････ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

賞与引当金 ･･････････････････････ 従業員の賞与の支払に備えるため、当連結会計年度に

帰属する支給見込額を計上しております。 
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役員退職慰労引当金 ･･････････････ 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項

退職給付に係る負債の計上基準･････ 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用

しております。 

消費税等の会計処理･･･････････････ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会

計年度の費用として処理しております。 

収益及び費用の計上基準･･･････････ 当社グループは、ロングライフパンの製造販売を行っ

ております。これらの製品の販売については、出荷時

から顧客による検収時までの期間が通常の期間である

場合には、出荷時に収益を認識しております。また、

収益は顧客との契約において約束された対価から値引

き等を控除した金額で測定しております。 

⑤表示方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２.会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転し

た時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしま

した。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26
日）第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。 

 これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました配送費及び販売促進費等の一部を

売上高から減額しております。また、従来は「流動負債」に計上していた「未払金」について、値引

き、リベート等のうち顧客と約束した対価のうち変動する可能性のある部分を返金負債として「流動

負債」の「その他」に含めて表示しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており

ますが、当該期首残高に与える影響はありません。この結果、当連結会計年度の売上高は 64,944 千円

減少し、販売費及び一般管理費は 64,944 千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益には影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号  2019 年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関

する会計基準」（企業会計基準第 10 号  2019 年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従っ

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。 

これによる連結計算書類に与える影響はありません。 
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３.連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

土地 

合計 

472,041 千円 

0 千円 

1,308,462 千円 

1,780,504 千円 

上記担保に係る債務 

短期借入金 

１年内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

合計 

800,000 千円 

123,328 千円 

356,688 千円 

1,280,016 千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,990,393 千円 

(3)

 

 

 

土地の再評価

 土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定め

る当該事業用土地について地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に合理的な調

整を行って計算する方法によっております。 

再評価を行った年月日…2002 年３月 31 日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 …△436,985 千円 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 3,630,000 株 

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2021 年６月 29 日開催の第 37 回定時株主総会決議による配当に関する事項

 配 当 の 総 額 

１ 株 当 た り 配 当 額 

基 準 日

効 力 発 生 日 

34,746 千円 

10.00 円 

2021 年３月 31 日 

2021 年６月 30 日 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

2022 年６月 29 日開催の第 38 回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配 当 の 総 額 

配 当 の 原 資 

１ 株 当 た り 配 当 額 

基 準 日

効 力 発 生 日 

24,322 千円 

利益剰余金 

7.00 円 

2022 年３月 31 日 

2022 年６月 30 日 

５．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金を銀行

借入により調達しております。

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒され

ております。 

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。 

  借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に短期的な運転資金、

設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は 長で決算日後６年であります。

このうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。 
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③金融商品に係るリスク管理体制

1．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、販売業務規程に従い、営業債権について、財務経理部が全ての取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

2．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しております。 

3．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2022 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額 130,000 千円）は、「投資有価

証券」には含めておりません。また、現金は、注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短

期借入金及び未払金は、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。

連結貸借対照表計上額 

（千円） 

時   価 

（千円） 

差 額 

（千円） 

(1)投 資 有 価 証 券 38,860 38,860 － 

資    産    計 38,860 38,860 － 

(1)社 債 100,000 99,948 △51

(2)長 期 借 入 金 710,016 716,278 6,262 

(3)リ ー ス 債 務 193,163 192,719 △444

負  債 計 1,003,179 1,008,946 5,767 

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを使用

して算定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類

しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投 資 有 価 証 券 

 その他有価証券 38,860 － － 38,860 

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

社 債 － 99,948 － 99,948 

長 期 借 入 金 － 716,278 － 716,278 

リ ー ス 債 務 － 192,719 － 192,719 
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 （注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。 

 社債 

 この時価については、市場価格のないものであり、元利金の合計額を当該社債の残存期

間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。 

長期借入金、リース債務 

 これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 （注２）社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

社 債 100,000 － － － － － 

長期借入金 183,328 183,328 163,328 83,328 63,328 33,376 

リース債務 61,175 47,231 34,382 21,159 12,372 16,841 

合 計 344,503 230,559 197,710 104,487 75,700 50,217 

６.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2021 年４月１日 至 2022 年３月 31 日）

主たる販売経路 金額（千円） 

生活協同組合 2,401,519 

自動販売機オペレーター 1,280,732 

卸問屋 723,308 

パンメーカー 389,003 

その他 1,715,941 

顧客との契約から生じる収益 6,510,505 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 6,510,505 

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

に関する注記等（4）会計方針に関する事項 ④その他連結計算書類の作成のための重要な事項 収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高

顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

契約負債 当連結会計年度（千円） 

期首残高 24 

期末残高 62 

②残存履行義務に配分した取引価格

当社グループでは、当初に予想される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務

に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 565 円 29 銭 

(2) １株当たり当期純利益 40 円 59 銭 



- 9 -

８．重要な後発事象に関する注記 

 該当する重要な事象はありません。 



（単位：千円）

2021年４月１日 期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

2022年３月31日 期末残高

2021年４月１日 期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

2022年３月31日 期末残高

会計方針の変更を反映した
当期首残高

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△ 6,844 △ 1,932,656 △ 1,939,501 1,768,053

129,662

222,000

1,768,053

222,000 134,400 55,500 1,993,000 1,608,695 3,657,195

△ 34,746

資本剰余金

繰越利益
剰 余 金

その他利益剰余金

△ 306,0401,993,000

株主資本

222,000

資 本 金

利益準備金

別途積立金

自己株式

3,707,554

株主資本
合    計

△ 306,040 3,707,554

△ 34,746

1,608,695 3,657,195

利益剰余金
合 計

55,500

△ 34,746

資本準備金

134,400

129,662129,662

△ 189△ 189

3,802,281

利益剰余金

1,993,000 1,703,611 △ 306,230

94,916

純資産合計
評価・換算差額等
合            計

評価・換算差額等

3,752,111134,400 55,500

94,726

△ 7,316 △ 1,932,656 △ 1,939,973 1,862,308

△ 472 94,254△ 472

△ 472 △ 472△ 472

株主資本等変動計算書
2021年 ４ 月 １ 日 から
2022年 ３ 月 31 日 まで

△ 189

△ 34,746

129,662

△ 18994,916

△ 6,844

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金

△ 1,932,656 △ 1,939,501

- 10 -
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個 別 注 記 表 

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式 ････････････････････････ 移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの ････････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ････････････････ 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

 商品・製品・原材料・仕掛品 ････････ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

 貯蔵品 ････････････････････････････ 終仕入原価法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(3) 固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産 ･･････････････････････ 定率法 

（ただし、2016 年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物については定額法） 

（リース資産を除く） 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建    物  ６～50 年 

機械及び装置 ０～10 年 

 無形固定資産 

（リース資産を除く）

ソフトウェア ･･････････････････ 社内利用ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

その他の無形固定資産 ･･････････ 定額法 

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 ･･･････････ リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法 

 長期前払費用 ･･････････････････････ 定額法 

（4） 引当金の計上基準

 貸倒引当金 ････････････････････････ 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 賞与引当金 ････････････････････････ 従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年度に帰属

する支給見込額を計上しております。 

 退職給付引当金 ････････････････････ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。 

 役員退職慰労引当金 ････････････････ 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(5) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税

は、当事業年度の費用として処理しております。 
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(6) 収益及び費用の計上基準

当社はロングライフパンの製造販売を行っております。これらの製品の販売については、出荷

時から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しており

ます。また、収益は顧客との契約において約束された対価から値引き等を控除した金額で測定し

ております。 

(7) 表示方法

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２.会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26

日）第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該

商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を

認識しております。

 これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりました配送費及び販売促進費等の一部を

売上高から減額しております。また、従来は「流動負債」に計上していた「未払金」について、値引

き、リベート等のうち顧客と約束した対価のうち変動する可能性のある部分を返金負債として「流動

負債」の「その他」に含めて表示しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、

当該期首残高に与える影響はありません。この結果、当事業年度の売上高は 64,944 千円減少し、販売

費及び一般管理費は 64,944 千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び当期純利益には影響は

ありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号  2019 年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する

会計基準」（企業会計基準第 10 号  2019 年７月４日）第 44-２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。 

これによる計算書類に与える影響はありません。 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産

建物 

機械及び装置 

土地 

合計 

472,041 千円 

0 千円 

1,308,462 千円 

1,780,504 千円 

上記担保に係る債務 

短期借入金 

１年内返済予定の長期借入金 

長期借入金 

合計 

800,000 千円 

123,328 千円 

356,688 千円 

1,280,016 千円 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,961,156 千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務

 短 期 金 銭 債 権 

短 期 金 銭 債 務 

9,107 千円 

23,502 千円 
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(4)

 

 

土地の再評価

 土地の再評価に関する法律(平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号)第２条第４号に定め

る当該事業用土地について地価税法第 16 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土

地の価額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価格に合理的な調

整を行って計算する方法によっております。 

再評価を行った年月日…2002 年３月 31 日 

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

 …△436,985 千円 

４．損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高 

 営 業 取 引 

営 業 外 取 引 

255,699 千円 

7,457 千円 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普 通 株 式 155,422 株 

６．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金 

固定資産減価償却費 

役員退職慰労引当金 

退職給付引当金 

その他 

繰延税金資産小計 

評価性引当額 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債  

資産除去債務会計基準の 

適用に伴う影響額 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

再評価に係る繰延税金資産 

 土地再評価差額金 

評価性引当額 

再評価に係る繰延税金資産計 

17,705 千円 

24,792 千円 

35,490 千円 

8,889 千円 

17,237 千円 

104,114 千円 

△40,864 千円

63,249 千円 

△26 千円

△26 千円

63,223 千円 

591,473 千円 

△591,473 千円

－ 千円 
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７.関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所 有 割 合

(％) 

子会社 コモサポート株式会社
愛知県 

小牧市 
10,000 

パン・菓子の保管及び仕分業

務請負、配送手配代行等 
100.0 

関係内容 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 役員の兼任等 事業上の関係 

役員４名 
パン・菓子の保管、仕

分、詰合せ業務契約 

業 務委託 料 255,603 未 払 金 23,502 

事務手数料等 6,017 未収入金 551 

事務所賃貸料 1,440 未収入金 132 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注)1. 業務委託料は、他の業者の価格を参考にし、業務内容を勘案して決定しております。 

2. 事務所賃貸料は、近隣の取引価格を参考に決定しております。

3. 事務手数料は、人件費等を基礎として決定しております。

4. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

８.収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表 ７．収益認

識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 535 円 98 銭 

(2) １株当たり当期純利益 37 円 32 銭 

10．重要な後発事象に関する注記 

 該当する重要な事象はありません。 



会計監査人の監査報告書謄本 

独立監査人の監査報告書 
2022年５月20日 

株式会社 コ モ 

取締役会 御中 

EY 新日本有限責任監査法人 

名古屋事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 水 野  大 ○印  

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 松 岡 和 雄 ○印  

監査意見 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社コモの2021年４月１日から2022年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社コモ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の

財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されて

いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

 当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、

当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

 連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に

おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な

相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算

書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。 

 連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。 
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連結計算書類の監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した

監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に

関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、

並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ

適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して

責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

利害関係 

 会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。 

以 上 
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